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新山地区再生賃貸住宅整備基本計画策定業務 

公募型プロポーザル実施要領 

 

１.プロポーザルの目的 

本プロポーザルは、双葉町（以下「町」という。）が、新山地区再生賃貸住宅整備基本計

画策定業務（以下「本業務」という。）を委託するにあたり、業務に対する高い意欲と技術

的能力等が優れた事業者を契約候補者として選定するため実施するものであり、本要領に

より必要な事項を定める。 

 

２.業務の目的 

双葉町では、令和７年３月に「「双葉駅東地区まちづくり基本構想」を公表し、新山エリア

は駅西地区の学校教育施設に近接するため、緑と河川に囲まれた良質な居住環境の創出を

図るエリアと位置づけられた。 

本業務は、令和 10年度に学校教育施設が開校することを背景に、戦略的に子育て世代を

中心とした公的住宅を整備することに向けた基本計画を策定するとともに、事業実現に向

けた検討を行うことを目的とする。 

 

３.プロポーザルの概要 

（１）委託業務名称 

新山地区再生賃貸住宅整備基本計画策定業務 

（２）業務内容 

別紙４「新山地区再生賃貸住宅整備基本計画策定業務特記仕様書」（以下「仕様書」

という。）のとおり。 

（３）契約上限額 

２８，０００，０００円（消費税及び地方消費税の額を含む。） 

※この金額は契約時の予定価格を示すものではなく、企画提案の規模を示すための

ものであることに留意すること。 

※最終的な実施内容、契約金額については、町と調整した上で決定する。 

（４）契約期間 

委託契約締結日から令和９年３月２６日（金）まで。 

（５）事務局の設置 

本プロポーザルを実施するにあたり、町は 17.に記載のとおり事務局を設置する。 

（６）実施要領等の公表 

令和８年４月２日（木）に本業務の公告と同時に、公募時のプロポーザル実施要領、

別紙（仕様書を含む）を公表する。当該地区に関する町の基本方針については、下記

①、②の資料を参考にすること。また、一次審査を通過した者のうち希望する者に対
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して下記③～⑤の資料を配付する。なお、受け取りを希望する者は前日までに 17.に

記載の事務局まで電話により日時の調整を行うこと。配布期間は令和８年４月３０

日から令和８年５月２１日までの土曜日、日曜日、祝日を除く毎日午前９時から午後

５時（ただし、正午から午後１時の間は除く。）とする。資料は、様式第 11「「新山地

区再生賃貸住宅整備基本計画策定業務公募型プロポーザル秘密保持に関する確認書」

の提出と引き換えに配布する。 

町の基本方針として参考となる資料は以下のとおりで、町のホームページに掲載

している。 

①双葉駅東地区まちづくり基本構想 

②双葉町復興まちづくり計画（第四次）基本構想（素案）（令和８年４月上旬ホーム

ページ掲載予定） 

以下の資料は、一次審査を通過した者のうち希望する者に配布する。 

③庁内検討資料抜粋版 

④双葉町地域住宅計画 

⑤業務対象地位置図 

 

（７）プロポーザル審査委員会の設置 

本プロポーザルを審査するに当たり、プロポーザル審査委員会（以下「審査委員会」

という。）を設置する。なお、審査委員の氏名及び人数は優先交渉者とともに審査終

了後に公表する。。 

 

４.プロポーザル実施スケジュール 

（１）公告（公募開始） 令和８年４月 ２日（木） 

（２）質問書提出期限 令和８年４月 ９日（木） 

（３）質問への回答期限 令和８年４月１５日（水） 

（４）参加表明書等提出期限 令和８年４月２１日（火） 

（５）参加辞退届（一次審査）提出期限 令和８年４月２７日（月） 

（６）一次審査（書類審査）結果通知 令和８年４月２８日（火） 

（７）参加辞退届（二次審査）提出期限 令和８年５月２１日（木） 

（８）企画提案書（二次審査）書類提出期限 令和８年５月２２日（金） 

（９）二次審査（プレゼンテーション） 令和８年５月２９日（金） 

（10）契約候補者及び次点契約候補者の選定・

非選定通知 

令和８年６月 ３日（水） 

 

５.参加資格要件 

本プロポーザルに参加できる事業者（以下「参加表明者」という。）は、次に掲げる要件
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を全て満たしている者とする。 

（１）単体企業で参加の場合 

①過去（平成 28 年度以降）に、公的機関が発注した同種業務または類似業務を元請

として受託し、令和８年３月末までに履行した実績があること。 

・同種業務とは、公的機関が発注した再生賃貸住宅や災害公営住宅の新築に係る基本

計画策定又は基本設計、実施設計業務をいう。 

・類似業務とは、同種業務を除き、公的機関が発注した賃貸住宅の新築に係る基本計

画策定又は基本設計、実施設計業務をいう。 

※公的機関とは官公庁等（国、地方公共団体、法人税法（昭和 40 年法律第 34 号）別

表第一に掲げる公共法人（地方公共団体を除く。）又は建設業法施行規則（昭和 24

年建設省令第 14 号）第 18 条に規定する法人とする。 

②管理技術者は、技術士（建設部門：都市及び地方計画）、一級建築士のいずれかの

資格を有し、①に示す業務に従事した実績を有するとともに、本業務に必要な技術

力、マネジメント能力及びコミュニケーション能力を有する者であること。 

③管理技術者をサポートし、主に業務全般を担当して発注者との連絡窓口になる者

として主任担当技術者を配置すること。主任担当技術者は、技術士（建設部門：都

市及び地方計画）、一級建築士、RCCM「（都市計画及び地方計画）、認定都市プランナ

ーのいずれかの資格を有し、①に示す業務に従事した実績を有する者であること。 

④管理技術者又は主任担当技術者のいずれかが一級建築士の資格を有すること。な

お、一人の者が管理技術者と主任担当技術者を兼ねることは出来ない。 

⑤本業務を円滑に遂行できる安定的かつ健全な財務能力を有していること。 

⑥法人として登録されている者であること。 

⑦地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４に規定する者に該当し

ない者であること。 

⑧会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定により更生手続き開始の申

立をした者においては、同法に基づく裁判所の更生計画の認可が参加資格確認に

必要な書類の提出期限までになされた者であること。 

⑨会社法（平成 17 年法律第 86 号）第 511 条の規定による特別清算開始の申し立て

がなされていないこと。 

⑩破産法（平成 16 年法律第 75 号）第 18 条又は第 19 条による破産の申し立てがな

されていないこと。 

⑪手形交換所による取引停止処分を受けていないこと。 

⑫直近、法人税、消費税、事業税、法人市町村民税、固定資産税等の公租公課を滞納

していないこと。 

⑬双葉町工事等の請負契約に係る指名競争入札参加者の資格審査及び指名等に関す

る要綱に基づく基準等（昭和 62 年訓令第２号）により指名停止を受けている者で
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ないこと。 

⑭双葉町暴力団排除条例（平成 26 年条例第５号）第２条第１号に規定する暴力団、

同条第２号に規定する暴力団員及びそれらの利益となる活動を行う者が経営、運

営に関係していないこと。 

（２）共同企業体で参加の場合 

①共同企業体で代表となる企業を選定し、その代表となる企業が（１）①および②の

要件を満たすこと。 

②共同企業体の代表企業を含めた構成員のいずれかが「（１）③の要件を満たすこと。 

③共同企業体のすべての構成員が（１）⑤から⑭までのすべての要件を満たすこと。 

④共同企業体で参加申込をする場合は、以下の事項に留意すること。 

ア 代表企業が本プロポーザルの参加申込み及び企画提案書の提出を行うこと。 

イ 一事業者が複数の共同企業体の構成員となることはできない。また、共同企業

体の構成員となりながら単独で参加申込みをすることもできない。 

ウ 一共同企業体の構成員のいずれかと資本面において関係のある者、若しくは

人事面で関係のある者が、他の共同企業体の構成員となることはできない。 

注）「資本面において関係のある者」とは、当該企業の発行済株式総数の 100 分

の 50 を超える株式を有し、又は企業の出資の総額の 100 分の 50 を超える

出資をしている者をいい、「人事面において関連のある者」とは、当該企業

の代表権を有する役員を兼ねている者とする。 

エ 代表となる企業を変更することはできない。ただし、代表企業以外の構成員に

限り、やむを得ない事情があると認めた場合は、変更を認めるものとする。 

オ 構成員の数は、代表企業を含めて３者以内とする。 

 

６.質問と回答 

（１）提出方法 

公募型プロポーザルに関する質問書（様式第 10）により、17.に記載の事務局あて

に電子メールで送付すること。件名は「【質問】新山地区再生賃貸住宅整備基本計画

策定業務」とし、送信後は事務局へ確認の電話連絡を行うこと。なお、質問は、１事

業者１回限りとする。 

（２）提出期間 

令和８年４月９日（木） 正午まで 

（３）回答 

質問に対する回答は、令和８年４月１５日（水）に双葉町公式ホームページで公表

する。 

※質問のあった事業者名の公表はしない。 
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７.参加表明書等の提出 

（１）参加表明書等の提出 

参加表明者は、公募型プロポーザル参加表明書及び関係書類を 17.に記載の事務局

あてに持参又は簡易書留郵便等の配達記録が残るものにより郵送すること。電送に

よるものは受け付けない。また、持参の場合は前日までに事務局へ電話し、持参日時

の調整を行うこと。なお、受付期間とその時間は下記（２）のとおりであり、郵送の

場合も同じ（受付時間内必着）。 

提出書類は以下の通りとする。 

①公募型プロポーザル参加表明書（単体企業の場合）（様式第１） 

②公募型プロポーザル参加表明書（共同企業体の場合）（様式第２） 

③使用印鑑届兼委任状（様式第３）※共同企業体の場合のみ 

④共同企業体協定書（別紙５に準じて作成すること）※共同企業体の場合のみ 

⑤参加表明者に関する能力及び経験（様式第４） 

⑥管理技術者の能力及び経験（様式第５） 

⑦主任担当技術者の能力及び経験（様式第６） 

※上記をデータ化して格納した、光ディスクメディア 

（２）受付期間（提出期限） 

①期間 

公告の日（令和８年４月２日（木））から令和８年４月２１日（火）まで 

ただし、上記期間のうち行政機関の休日に関する法律（昭和 63 年法律第 91 号）第１

条第１項に規定する行政機関の休日（以下「休日」という。）を除く日 

②時間 

午前９時から午後５時まで 

ただし、正午から午後１時の間は除く。 

（３）提出方法 

（１）の提出書類の提出方法、提出部数は以下の通りとする。 

①「（単体企業の場合）又は②～④「（共同企業体の場合）の書類を１枚目とし、それ

以降は⑤～⑦の書類を各項目の番号を記したインデックスをつけてファイリングし

たものを２部「（正・））提出する。なお、⑤、⑥、⑦に添付する資格等を証明する書

類について、）は原本の写しを添付することを可とする。 

ファイリングの際は、ファイルの表紙及び背表紙に「「新山地区再生賃貸住宅整備基

本計画策定業務参加表明書」とタイトルをつけること。 

また、紙媒体のほかに内容物が電子データで格納された光ディスクメディア(ＣＤ

またはＤＶＤ)を同梱のこと。ただし、データはＰＤＦなどの編集不可なファイル形

式とし、押印は不要とする。 
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（４）参加の辞退 

参加表明書の提出後に本プロポーザルへの参加を辞退する場合は、令和８年４月

２７日（月）までに書面（任意様式）により、事務局あてに電子メールで送付するこ

と。件名は「【辞退】新山地区再生賃貸住宅整備基本計画策定業務」とし、送信後は

17.に記載の事務局まで確認の電話連絡を行うこと。 

（５）その他 

①受付期間までに提出されなかった書類等は、いかなる理由を持っても受理しない。 

②提出した書類等に不備があった場合、事務局から再提出を要請するが、再提出の書

類も受付期間までに提出すること。 

③提出書類に虚偽の記載を行った場合は、応募を無効とする。 

 

８.参加表明書等の作成 

（１）参加表明書 

単体企業の場合は、様式第１を、共同企業体の場合は様式第２を使用し、共同企業

体協定書の写しを添付すること。なお、共同企業体協定書は別紙５「「共同企業体協定

書（案）」に準じて作成すること。 

（２）参加表明者に関する資格 

様式第４に参加表明者に関する資格を記載すること。また、履歴事項全部証明書

（提出日の３ヵ月以内に取得したものに限る。）、国税（法人税、消費税及び地方消費

税）・都道府県民税（法人事業税、法人住民税、自動車税）・市町村民税（法人住民税、

固定資産税）の納税証明書（直近２年分、写し可）、印鑑証明書（参加表明書提出日

の３ヵ月以内に取得したものに限る。）並びに財務諸表の写し（直近２年分）を添付

すること。 

参加表明者の業務実績については５．（１）①の実績を記載すること。記載した業

務については、業務の履行を証する書類の写しを添付すること。詳細は下記（５）を

参照すること。 

（３）管理技術者の業務実績書 

様式第５に保有資格、業務実績を記載すること。記載した保有資格、業務について

は、資格を証する書類の写し、業務の履行を証する書類及びその業務に携わったこと

を証する書類の写しを添付すること。詳細は下記（５）を参照すること。 

（４）主任担当技術者の業務実績書 

様式第６に保有資格、業務実績を記載すること。記載した保有資格、業務について

は、資格を証する書類の写し、業務の履行を証する書類及びその業務に携わったこと

を証する書類の写しを添付すること。詳細は下記（５）を参照すること。 

（５）業務の履行を証する書類の写し 

上記（２）、（３）、（４）の実績として記載した業務について、記載した業務の業務
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名、発注者、履行期間及び従事期間、契約金額、業務内容の確認ができるもの（テク

リス登録書等、パブディス業務カルテ、契約書及び仕様書、業務計画書（体制図が記

載されているもので、発注者の押印があるもの）、発注者が発行した業務実績証明書

（任意様式）等）の写しを提出すること。 

 

９.一次審査 

一次審査の評価項目、判断基準、並びに評価点は別紙１「「新山地区再生賃貸住宅整

備基本計画策定業務公募型プロポーザル評価基準（一次審査）」のとおりとし、評価

点の合計が満点の６割以上の高い者から４者程度を企画提案書提出者に選定する。

選定結果は、全ての参加表明者へ令和８年４月２８日（火）に電子メールにて通知す

る。また、通過した参加表明者（以下「二次審査進出者」という。）には、あわせて

企画提案書の提出要請及びプレゼンテーション審査の開催通知を送付する。 

 

10.企画提案書の提出 

（１）企画提案書の提出 

二次審査進出者は、契約候補者選定のための関係書類を 17.に記載の事務局あてに

持参又は簡易書留郵便等の配達記録が残るものにより郵送すること。電送によるも

のは受け付けない。また、持参の場合は前日までに事務局へ電話し、持参日時の調整

を行うこと。なお、受付期間とその時間は下記（２）のとおりであり、郵送の場合も

同じ（受付時間内必着）。 

提出書類は以下の通りとする。 

①企画提案提出書（様式第７） 

②参考見積書（任意様式） 

③実施方針・実施体制・実施工程（様式第８） 

④企画提案書（様式第９） 

（２）受付期間（提出期限） 

①期間 

企画提案書提出者に選定した旨の通知の日から令和８年５月２２日（金）まで 

ただし、上記期間のうち休日を除く日 

②時間 

午前９時から午後５時まで 

ただし、正午から午後１時の間は除く。 

（３）提出方法 

（１）の提出書類の提出方法、提出部数は以下の通りとする。 

①及び②の書類を簡易製本したものを２部（正・））提出する。 

上記とは別に、③、④の書類を簡易製本したものを１０部提出する。（インデック
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スは不要）A３判で作成した際は、Ｚ折りをして製本すること。 

（４）失格事項等 

下記に示す失格事項等に該当する場合は審査の対象外とし、評価は行わないもの

とする。 

①提出された書類の提出方法、提出先及び提出期限に適合しなかった場合 

②提出後に参加資格要件を満たさなくなった場合 

③見積価格が提案上限額を超える提案を行った場合 

④提案書等に虚偽の内容が記載されている場合 

⑤本要項等に記載のある必要事項を満たしていない場合 

⑥同一の企画提案書提出者が２つ以上の企画提案書を提出した場合 

⑦選定結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 

（５）参加の辞退 

一次審査を通過した者で二次審査への参加を辞退する場合は、令和８年５月２１

日（木）までに書面（任意様式）により、事務局あてに電子メールで送付すること。

件名は「【辞退】新山地区再生賃貸住宅整備基本計画策定業務「（二次審査）」とし、送

信後は 17.に記載の事務局まで確認の電話連絡を行うこと。 

 

11.企画提案書の作成 

（１）参考見積書 

①仕様書に基づいた契約期間内に生じるすべての費用を見積もること。 

②各工程単位で費用、工数（人日）などを明記した積算内訳書を作成すること。 

③費用算出にあたり見積条件等がある場合は、その内容を明記すること。 

（２）実施方針・実施体制・実施工程 

様式第８に記載すること。文字サイズは 10.5 ポイント以上とし、Ａ４判２枚「（A３

判１枚）以内（片面印刷）で作成すること。 

仕様書に記載の内容を理解、把握した上で実施方針、実施体制、実施工程を記載す

ること。再委託を行う際は（４）留意事項①に注意し、実施体制に記載すること。 

また、共同企業体で参加する場合は、構成員がどのような役割を担うのか実施体制

に記載すること。 

（３）企画提案書 

様式第９に記載すること。文字サイズは 10.5 ポイント以上とし、下記３つの特定

テーマを全て含めてＡ４判６枚（Ａ３判３枚）以内（片面印刷）で作成すること。 

本プロポーザルにおいて提案を求める特定テーマは次の事項とする。 

①特定テーマ１ 

新山エリアは、緑と河川に囲まれた良質な居住環境の創出を図るエリアと位置づ

けられている。駅西地区に学校教育施設開校等も踏まえ、新山エリアにおける居住環
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境整備に対する考え方や子育て世代を中心とした公的住宅地としての街並み空間デ

ザインの考え方について提案すること。 

②特定テーマ２ 

長期にわたり価値を維持できる良質な公的住宅整備に向けた住宅プランの考え方

や基本計画策定後の設計・工事発注方法等について提案すること。 

③特定テーマ３ 

本業務を検討する上で、住民意見等の聴取方法と計画への反映方法などについて

提案すること。 

（４）留意事項 

①本業務の主たる部分以外の一部を再委託することができる。再委託する場合は実

施体制に再委託予定業務を記載すること。主たる部分とは、総合的企画、業務遂行

管理、手法の決定及び技術的な判断等の業務を指す。 

②提出された書類は原則改変できないものとする。ただし、組織変更等やむを得ない

場合の業務実施体制の変更については可能とし、その方法については 17.に記載の

事務局の指示によるものとする。 

③企画提案書の内容は、別紙２「「新山地区再生賃貸住宅整備基本計画策定業務公募型

プロポーザル評価基準「（二次審査）」「（以下「二次評価基準」という）に照らし、極

力簡潔なものとすること。ただし、略語や専門用語には注釈をつけること。また、

仕様書に記載がない事項で委託業務の遂行上必要であると思われる提案があれば

記載してもよい。 

④企画提案書の内容は、提案者が責任を持って必ず履行できる内容にすること。 

⑤実施方針・実施体制・実施工程及び企画提案書の内容には住所、企業名等企画提案

書提出者が特定できる名称などは記載しないこと。 

 

12.プレゼンテーション審査及び契約候補者等の選定の評価 

（１）プレゼンテーション審査 

①開催日 

令和８年５月２９日（金） 

②場所 

双葉町役場１階大会議室（予定） 

③二次進出者によるプレゼンテーション及びヒアリング 

ア １提案者あたり、管理技術者を含め４名以内の出席とする。なお、出席者は二

次進出者との雇用関係が確認できる資料（保険証の写し等）を持参し、プレゼ

ンテーション前に 17.に記載の事務局に確認を受けること。 

イ １提案者あたりの持ち時間は、プレゼンテーション及びヒアリングを合わせ

て 40分程度（プレゼンテーション 20 分、質疑応答 20分程度）を予定し、二
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次審査の開催通知の時間割により二次進出者ごとに実施する。 

ウ プロジェクターを使用しての説明を認める。詳細は二次審査の開催通知にて

通知する。 

エ 事前に提出した企画提案書に基づきプレゼンテーションを行うこととし、追

加資料の配付及び表示は認めない。 

オ プレゼンテーションは非公開とする。 

（２）契約候補者の選定 

審査委員会は評価基準により企画提案書及びプレゼンテーションの内容について

評価を行い、一次審査の評価点と合計して、最高評価点の者を契約候補者として決定

する。 

最高評価点の者が複数いる場合は、特定テーマの評価点の合計が最も高い者を契

約候補者とし、特定テーマの合計点においても同点の場合は最も安価な参考見積額

を提出した者を選定する。また、次点の者を次点契約候補者とする。次点契約候補者

は、契約候補者と町の本業務の委託契約締結により非選定となる。 

なお、最高評価点となる者の評価点が満点の６割未満の場合は契約候補者として

選定しない。 

 

13.契約候補者等の選定 

（１）二次審査結果（契約候補者の選定）の通知 

審査結果は、令和８年６月３日（水）に契約候補者及び次点契約候補者に選定した

者を双葉町公式ホームページ等で公表すると共に、全ての二次進出者に郵送にて書

面で通知する。 

 

14.非選定理由の説明要求 

（１）一次審査、二次審査において選定しなかった旨の通知を受けた者は、町に対して非選

定理由について、次に従い書面（任意様式）により説明を求めることができる。 

①受付期間（提出期限） 

〇期間 

選定しなかった旨の通知をした日の翌日から起算して７日間 

ただし、当該日数に休日を含まない。 

〇時間 

午前９時から午後５時まで 

ただし、正午から午後１時の間は除く。 

②提出場所 

17.に記載の事務局あて。 

③提出方法 
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書面は１部を持参することとし、郵送又は電送によるものは受け付けない。 

（２）町は、説明を求められたときは、提出期限の翌日から起算して 10日（ただし、当該

日数に休日を含まない。）以内に説明を求めた者に対し書面により回答する。 

 

15.契約に関する基本事項 

（１）契約の締結 

本プロポーザルにより選定した契約候補者を相手方とし、交渉を行い、地方自治法

施行令第 167 の２第１項第２号の規定により随意契約を行う。ただし、契約候補者と

交渉が調わない場合は、次点契約候補者と交渉を行い、上記同様の規定により随意契

約を行う。 

①契約書及び仕様書の確定 

契約書については別紙３「業務委託契約書（案）」に基づき契約を締結する。仕様

書については選定した契約候補者と協議を行い、提案内容を基本に全ての内容を再

確認し、追加で実施する事項などを明確化するとともに、必要により仕様の修正・追

加を行ったうえで確定する。したがって、契約候補者の選定をもって、提案内容を承

認するものではない。 

②契約金額の決定 

契約金額は、協議結果に基づき確定した仕様書により、改めて見積書を徴取し、予

定価格の範囲内であることを確認のうえ決定する。 

③契約保証金 

契約候補者は、双葉町財務規則（昭和 61 年規則第１号）に基づき、業務委託契約

の締結までに、契約金額の 100 分の 10以上に相当する契約保証金を町に納付しなけ

ればならない。ただし、双葉町財務規則第 98 条第１項各号に該当する場合には、契

約保証金の全部又は一部の納付を免除する。契約候補者との交渉が調わず、次点契約

候補者と契約を行う場合は、上記契約候補者を次点契約候補者へ読み替える。 

（２）支払い条件 

別紙３「業務委託契約書（案）」による。 

（３）再委託 

別紙３「業務委託契約書（案）」による。 

 

16.その他 

（１）本プロポーザルに係る費用の全ては、提出者の負担とする。 

（２）提出書類は返却しない。 

（３）提出書類は本プロポーザルの実施以外の目的では使用しないが、審査に必要な場合、

複製を作成する場合がある。 

（４）審査結果に対する異議は一切認めない。 
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（５）電子メール等の通信事故、書類等の郵送・配送中の事故（遅延を含む。）については、

町はいかなる責任も負わない。 

（６）本業務委託において受託者が談合その他不正行為にかかわった事実が発覚した場合、

又は受託者の役員等が贈賄等で逮捕され社会的影響が大きいと町が判断した場合は、

契約締結後であっても契約を解除する場合がある。 

 

17.事務局 

本プロポーザルの実施に係る事務局は、以下のとおりとする。 

双葉町総務課 担当：吉津、山田 

〒９７９-１４９５ 

福島県双葉郡双葉町大字長塚字町西 73番地４ 

TEL：0240-33-0124 FAX：0240-33-2115 

E-mail：soumu＊town.futaba.fukushima.jp（＊を＠（アットマーク）に変更） 

 


